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研究目的

研究方法

研究要旨
目的　本研究は、ダルクにおける男性とセックスをする男性（MSM）を含む性的少数者および HIV 陽性者の受

け入れの現状と課題を明らかにし、HIV 感染と薬物使用の予防策、陽性者の支援策を検討する。

方法　ダルクにおける性的少数者と HIV 陽性者の受入の現状と課題について昨年実施した調査結果をダルク

に還元し、意見を求めた。ダルクと陽性者支援 NPO の職員に面接調査を行い、陽性者と薬物使用者の支援策

を検討した。薬物使用者への理解を促すパンフレットを、とくに HIV に関わる医療者に向けて作成した。

結果　調査結果を受け取ったダルクから、HIV に関わる医療者、支援者に対して、HIV と陽性者の医療、支

援についての情報の提供が求められた。ダルクと陽性者支援 NPO 職員への面接から、今後の情報の共有と支

援での連携の必要性と可能性が確認された。HIV に関わる医療者に向けたパンフレットでは、薬物使用者や関

係者が安心して相談できる窓口を紹介した。

考察　薬物依存は孤立の病と言われ、回復には人とのつながりが不可欠だが、HIV 診療の場でつながりをもっ

ている医療者が健康問題としての薬物使用への理解をもつことは、使用を控えることを促す一助になると思わ

れる。また、注射器共用による HIV 感染が危惧されるが接触が困難な薬物使用者への感染予防策として、刑

務所内での薬物依存離脱指導に参加するダルクの職員の協力を得て、HIV に関わる情報を伝達することが考え

られる。

結論　ダルクにおける HIV と診療に関する情報提供、および HIV に関わる医療者の薬物使用理解の促進によっ

て、陽性者支援と薬物使用予防を促す方策、またダルクとの連携によって薬物使用者への HIV 感染予防情報

提供を進める方策を検討することができた。
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（３）ダルクにおけるMSM・HIV陽性者支援の調査
― ダルクにおける性的少数者・HIV陽性者受入の現状と課題に関する質問紙調査 ―

　私たちの社会における HIV 感染経路に占める注射

薬物使用の割合は大きくはないが、陽性者の多数を

占める男性とセックスをする男性（MSM）の性感染に

は、少なからず薬物使用が関わっていることが指摘さ

れており、HIV 感染と薬物使用を予防するには、健康

問題としての薬物使用に関する理解と使用者に対する

支援が求められる。

　本研究は、薬物依存症回復支援施設であるダルクに

おける、MSM を含む性的少数者および HIV 陽性者

の受け入れの現状と課題を、質問紙調査によって明ら

かにする。これを踏まえて、MSM の HIV 感染と薬

物使用の予防に資する支援策を検討することを目的と

し、HIV 感染予防、陽性者支援、および薬物使用者支

援を行っている NGO、行政、医療機関などに提言を

行う。

　1 年目のダルク調査準備、2 年目の実施を踏まえ、

HIV 陽性者の支援と HIV 感染予防の方策を、次の 3

つの作業により検討した。

1．調査結果の還元

　ダルク調査の結果をまとめた 2019 年度分担研究報

告書1）を全国のダルクに配布するとともに、調査結果

への意見等を自由記述で求め、これを分析した。



90 （3）ダルクにおける MSM・HIV 陽性者支援の調査●●●

2．調査研究の成果の検討

　調査研究とその報告書について、薬物使用者支援

に関わる NPO 職員 2 名と HIV 陽性者支援に関わる

NPO 職員 2 名への面接調査を行い、ダルクにおける

性的少数者と HIV 陽性者への支援の現状を確認し、

支援の向上をはかるために使用者および陽性者の支援

組織の間の連携の方策を検討した。

3．支援の促進に向けた資材の作成

　健康問題としての薬物使用の理解をはかるために、

とくにエイズ治療拠点病院の医療者に向けた体裁で、

「身近な人から薬物使用について相談されたら」と題す

るパンフレットを作成し、あわせて薬物使用者が安心

して相談できる窓口を紹介した。

研究結果
1．調査結果の還元

　質問紙調査への回答がなかった施設も含めて全国の

54 施設に、調査の結果をまとめた 2019 年度分担研

究報告書を郵送するとともに、調査結果への意見を自

由記述で求める調査票を同封し、半数の 27 施設から

回答をえた。

　意見の内容は大きく 3 つに分けられる。第 1 は、

調査結果によって、多くのダルクにおいて性的少数者

と HIV 陽性者が受け入れられていることを、またど

のように受け入れられているのかを、知ることができ

たというものである。ダルクは近隣の施設等と緊密な

連携をとっているところが少なくないが、全国的な繋

がりは緩やかであり、全体の状況、調査した性的少数

者や陽性者の受入の状況については知られていない。

その意味で有用な情報が還元できたと思われる。

　第 2 は、受入への対応についてである。HIV 陽性

者を受け入れたことのない施設でも、NA（ナルコ

ティックアノニマス、自助グループ）の集会で日常的

に接して支援をしている、しかし知識や理解もないま

ま受け入れることは当事者のみならず周りの仲間たち

や支援者にも不安を与えかねない、問題がでたときに

対処するのではなく、起きる問題を想定して準備し、

柔軟に対応することが大切だ、との意見が聞かれた。

依存症の回復に専念しやすい環境を整えるのに有用な

情報としては、感染対策をはかるための HIV の知識、

陽性者支援のために治療費助成や障害者手帳の制度等

の社会資源の情報が挙げられた。

　第 3 には、そうした情報の提供が、HIV 陽性者を

支援するNGOや行政に対して求められた。さらには、

基本的な情報がマニュアルとして整理され、必要に応

じて改訂される、またそれに基づく研修に参加する機

会があることが要望された。調査によって、それぞれ

のダルクは受入に際して勉強会を開くなど情報を得て

準備をしていることが示されたが、陽性者を支援する

側がより積極的に働きかけることが必要と思われる。

　また今回の調査票では、次の質問についても回答を

得た。

　　性的少数者（LGBT）を受け入れる用意がある

　　　　　はい 26　いいえ 1

　　HIV 陽性者を受け入れる用意がある

　　　　　はい 23　いいえ 4

　　HIV の医療者、陽性者の支援者と情報交換する

　　機会があればと思う

　　　　　はい 25　いいえ 1

　さらに、調査等につき直接連絡をとってもよいかと

いう問いに、16 の施設から承諾を受け、今後の連携

への一歩が得られた。

2．調査結果の検討

　ダルク調査結果について、薬物使用者支援に関わる

NPO 職員 2 名と HIV 陽性者支援に関わる NPO 職員

2 名への面接を通して検討を行い、三つのことが共有

された。

　第 1 はダルク各施設における受入の現状と課題で

ある。調査により、性的少数者を受け入れている施設

は 93.0%（回答 34 施設のうち 31 施設、未回答施設

では受け入れていないと仮定しても 54.7%）、HIV 陽

性者は 73.5%（25 施設、未回答施設も含めて全体の

46.3%）であることが示されたが、両者の受入が認識

されるようになったのは 2005 年頃で、当初は両者の

診療経験のある依存症治療医療機関が仲介する事例が

多かったが、数年前からは精神保健福祉センター等か

らの紹介が一般的で、受入施設も利用者も増加した。

受入については、共同生活の場では起こりうる恋愛問

題や、性的なハラスメントといった人間関係の問題が

まったくないわけではないが、調査で示されたように、
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各施設が勉強会等の準備を行うことにより、概ね円滑

に進められている。

　第 2 は HIV 陽性者の医療の問題である。刑務所か

らの出所者の場合、かつては ARV を 3 日分しか持た

されない、刑務官が発行する意見書によって HIV 治

療を受ける医療機関が限定されるといった事例があっ

たが、現在は改善されている。保護観察官との連携に

よって、刑務所での HIV 診療情報が陽性者とダルク

にも伝えられるので、HIV 診療や服薬で不便を感じる

例はほとんど聞かない。しかし他科の診療については、

陽性者、生活保護受給者は断られることが少なくない。

とくに歯科でそうだが、同時に歯科医院はその数も多

いので、診療が受けられるところは見つけられる。し

かし、陽性者一般についても言えることだが、その他

の診療が受けられる医療機関は限られており、ダルク

と陽性者の支援機関、診療機関との情報の交換が望ま

れる。

　第 3 は HIV 陽性者と薬物使用者への支援の向上に

ついてである。ダルクの職員と利用者に上記の医療情

報や HIV に関する新しい知識を提供することが、HIV

に関わる医療機関や陽性者を支援する NGO には求

められる。またダルクの利用者は就労の機会をたいて

いはハローワークや情報誌から得ているが、受刑歴ゆ

えに容易ではない。陽性者支援団体には障害者枠での

陽性者の就労支援の経験もあり、そうした情報もダル

クの支援者には参考になる。他方で、HIV 診療機関や

陽性者支援 NGO には、薬物使用についての知識や

回復支援に関する情報が、陽性者の支援と薬物使用の

予防に有用であるが不足しており、薬物使用者支援団

体からの情報提供が求められる。HIV を介して、陽性

者と使用者への支援の向上に向けた連携が広げられる

可能性がある。

3．支援の促進に向けたパンフレットの作成

　薬物使用者について理解をはかり、薬物使用と HIV

感染の予防をはかるために、とくにエイズ治療拠点

病院の医療者に向けた体裁で「身近な人から薬物使用

について相談されたら」と題するパンフレット（A4 表

裏）を作成し、次の 4 つを伝えることとした。1．こ

れまでどおり医療を続けてください、2．薬物使用は

医療の問題です、3．医療の安心と信頼の基礎は守秘

義務です、4．安心して話ができる窓口があります。

　裏面に、「安心して話ができるところです。相談す

ることで警察に通報されることはありません。」との表

題をつけて、相談窓口等を紹介した。主として首都圏

における相談窓口、NPO による電話相談、行政によ

る電話相談、交流のある医療機関、そして自助グルー

プ、薬物使用と HIV に関する情報サイト、計 35 カ所

の電話番号ないしウェブアドレスを掲載した。

考察
1．医療機関における薬物使用への理解

　「医師、看護師、心理職、ソーシャルワーカーが　

身近な人から薬物使用について相談されたら 3」と題

するパンフレットを作成したが、とくに医療者に向け

てとしたのは、一つには HIV 診療機関の医療者には

薬物使用者への対応に戸惑いが少なからずあるからで

あり、いま一つには医療者が薬物使用を健康問題とし

て理解することが、薬物を使用する陽性者の受容を促

し、使用を予防することにも繋がると考えられるから

である。

　薬物使用の背景には不安、緊張、孤立、生きづらさ

といった精神的苦痛、コントロールしがたい苦痛があ

り、それを緩和するために薬物が使われる。依存症は

「孤立」の病であり、それに対置されるのは安心できる

「人とのつながり」とされている2）。このことは私たち

の研究班による研究成果によっても支持されるように

思われる。2017 年に、MSM に向けた出会い系サイ

トの協力を受けて、その利用者の性に関わる意識と行

動について電子媒体による質問紙調査3）を行い、今回

は 2019 年に、エイズ治療拠点病院の協力を得て、

HIV 陽性者の生活と社会生活について、5 年毎 4 回目

の紙媒体による質問紙調査4）を行った。二つの調査に

共通する設問の一つに、うつ・不安障害に対するスク

リーニング検査である K65）が含まれており、それに

よれば LASH 調査と陽性者調査の回答者とでは、い

ずれも一般の国民（国民生活基礎調査6））と比べて精神

的健康がよくない者の割合が大きいが、LASH 調査

よりは陽性者調査の方が小さい（表参照）。つまり、単

純な比較はできないことは言うまでもないが、HIV 陽

表 3.1　精神健康 K6 尺度

0-4 点 5 -12 点 13 点以上

LASH 調査 2017 43.9% 40.3% 14.7%

HIV 陽性者調査 2019 53.6% 34.0% 12.4%

国民生活基礎調査 2016 67.6% 23.0%  3.9%
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性者の方が MSM よりも精神的健康がよいように見

受けられる。その理由の一つは、陽性者には「孤立」す

ることなく「人とのつながり」を持つことが可能な場

が、HIV 診療を受ける場があることに求められるよう

に思われる。そこでは陽性者は、社会一般でとは異な

り、陽性であることはもちろん、MSM であることも

隠す必要はなく、場合によっては薬物使用にも気づか

れているが、それでも、医療者から適切な診療を受け

ることができると認識しているからである。

　HIV 診療を振り返ると、私たちの社会にはかつて「よ

いエイズ」（薬害）と「わるいエイズ」（性感染）という

区別がされたことがあり、はじめて同性愛者に接して

医療者が戸惑うこともあったが、HIV 診療の場では

徐々に、社会に先んじて、受容する方向に進んできて

いる。薬物使用者に対しても、まずはそのことを受け

止めて診療を提供することが、使用者の孤立を和らげ、

さらには使用が控えられる方向に促すことになると考

えられる。

2．注射薬物使用への感染予防啓発

　ARV 治療の普及により、HIV 陽性者のウイルス量

が検出限界以下に抑えられれば、性的接触による他の

人への感染は防げるようになった。しかし、静注薬物

使用における注射器の共有については、それによる感

染を予防する効果は実証されておらず、警戒すべき感

染経路であることに変わりはない。

　HIV 感染と薬物使用との関連は、私たちの社会では

他の先進諸国やアジア太平洋の近隣諸国と異なり、静

注薬物使用による感染者の報告数が少ないゆえに、長

い間注目されてこなかった。性的関係、とくに感染者

の多数を占める MSM の性関係において、薬物使用

による感染が注視され始めたのは近年のことであり、

それは諸外国における ChemSex への注目と軌を一

にしている。2019 年のエイズ発生動向年報7）によれ

ば、 感 染 経 路 の 82.7% は「 性 的 接 触 」（ 同 性 間

67.2%、異性間 15.5%）であり、「静注薬物使用」は

0.2% に留まる。しかし、「その他」に区分される 5.0%

には性的接触か静注薬物使用かが分からない事例も含

まれ、さらに「不明」とされる事例が 11.9% を占めて

いる。ここに注意する必要があると思われる。

　2019 年の陽性者調査での感染経路は、性的接触が

86%（同性間 76%、異性間 10%）、注射器の共用は

1% だった。薬物使用を認めることは、医師による問

診（発生動向）においては、匿名の質問紙（陽性者調査）

に答えるよりもはるかに困難なことは容易に推察さ

れ、したがって静注薬物使用による感染は、公的に報

告されているよりも多いと考えられる。また、2017

年に実施された、全国の刑事施設に新たに入所した薬

物（覚せい剤）事犯者調査8）によれば、注射器使用経験

ありは 93.8%、注射器回し打ち経験ありは 69.5% と

極めて高い。HIV 陽性は 0.6% に留まるが、C 型肝炎

の診断ありは 46.0% と高い。この二つのこと、つま

り注射薬物使用による HIV 感染は報告されているよ

りも多いと推察されること、そして薬物使用者による

注射器共用は広く行われていることからすれば、薬物

使用者の HIV 感染の可能性と予防啓発の必要性を、

改めて確認しなくてはならないだろう。

　薬物使用に伴う感染症等の危害を予防・削減するこ

とが、国際的にはハームリダクション9）として実施さ

れているが、私たちの社会では薬物使用者はもっぱら

犯罪者と見なされているために、対象者への接触は困

難であり、感染予防の情報を効果的に伝えることも容

易ではない。一つの可能性として提案されるのは、刑

務所内における薬物依存離脱指導（R1）10）の機会の利

用であろう。2006 年の監獄法の改正、2007 年の受

刑者処遇法の施行により、全国の刑務所における薬物

事犯者への指導の場に、ダルクのメンバーが招かれる

ようになってきている。HIV に関わる情報を理解して

いるダルクのメンバーから、事犯者に伝えるという方

策が考えられる。HIV 陽性者に関わる支援者、医療者

と薬物使用者に関わる支援者との連携が、その出発点

になりうると思われる。

結論
　ダルクにおける性的少数者と HIV 陽性者の受入の

現状と課題の調査とその結果のダルクへの還元を通じ

て、陽性者支援に資する HIV と診療に関する情報を

共有し連携する基盤がつくられた。HIV に関わる医療

者の薬物使用への理解をはかるパンフレットの作成に

よって、薬物使用の予防に繋がることが期待される。

またダルクの協力を得て、薬物使用者への HIV 感染

予防情報の提供を進める方策を検討することができ

た。
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